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（単位：百万円）

金　　　　額 金　　　　額

8,174,239 673,616

現 金 1 当 座 預 金 579,003

預 け 金 8,174,238 普 通 預 金 38,043

45,000 そ の 他 の 預 金 56,568

322,497 26,660

国 債 321,983 290,900

株 式 490 7,524,257

そ の 他 の 証 券 23 73,680

2,000 未 払 法 人 税 等 1,510

証 書 貸 付 2,000 未 払 費 用 4,126

8,125 金 融 派 生 商 品 19

外 国 他 店 預 け 8,125 リ ー ス 債 務 48

90,096 資 産 除 去 債 務 979

前 払 費 用 1,585 仮 受 金 57,843

未 収 収 益 14,057 そ の 他 の 負 債 9,153

金 融 派 生 商 品 77 776

中央清算機関差入証拠金 36,721 1,125

そ の 他 の 資 産 37,654 8,591,017

5,063

建 物 2,844 51,000

リ ー ス 資 産 43 59,073

その他の 有形 固定 資産 2,174 資 本 準 備 金 50,000

61,961 そ の 他 資 本 剰 余 金 9,073

ソ フ ト ウ ェ ア 61,918 11,292

その他の 無形 固定 資産 43 利 益 準 備 金 1,094

622 そ の 他 利 益 剰 余 金 10,197

2,160 繰 越 利 益 剰 余 金 10,197

121,365

△ 616

△ 616

120,749

8,711,766 8,711,766

純 資 産 の 部 合 計

資 産 の 部 合 計 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

その他有価証券評価差額金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計

繰 延 税 金 資 産

（ 純 資 産 の 部 ）

資 本 金

無 形 固 定 資 産

前 払 年 金 費 用

負 債 の 部 合 計

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

貸 出 金

信 託 勘 定 借

外 国 為 替

そ の 他 負 債

有 価 証 券 譲 渡 性 預 金

コ ー ル マ ネ ー

現 金 預 け 金 預 金

コ ー ル ロ ー ン

第 5 期　決 算 公 告

2025年6月26日

貸借対照表（2025年3月31日現在）

科　　　　　　目 科　　　　　　目

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）



損益計算書

（単位：百万円）

金　　　　　　　　　　　額

73,349

32,129

20,843

2

585

235

19,825

193

20,349

394

19,954

27

27

67,738

7,461

34

35

408

0

6,982

2,831

223

2,608

346

346

57,049

48

48

5,611

4,345

1,209

296

2,533

306

1,265

1,132

△ 981

151

1,114

2024年4月 1日から
2025年3月31日まで

法 人 税 等 合 計

当 期 純 利 益

減 損 損 失

そ の 他 の 特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

システムセンター集約関連費用

外 国 為 替 売 買 損

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

固 定 資 産 処 分 損

そ の 他 の 経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 損 失

コ ー ル マ ネ ー 利 息

そ の 他 業 務 費 用

借 用 金 利 息

そ の 他 の 支 払 利 息

役 務 取 引 等 費 用

支 払 為 替 手 数 料

そ の 他 の 役 務 費 用

そ の 他 の 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

預 金 利 息

譲 渡 性 預 金 利 息

有 価 証 券 利 息 配 当 金

コ ー ル ロ ー ン 利 息

預 け 金 利 息

そ の 他 経 常 収 益

そ の 他 の 受 入 利 息

役 務 取 引 等 収 益

受 入 為 替 手 数 料

そ の 他 の 役 務 収 益

科　　　　　目

経 常 収 益

信 託 報 酬

資 金 運 用 収 益

貸 出 金 利 息



記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております｡

重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価方法

有価証券の評価は、その他有価証券については時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし市場価

格のない株式等については移動平均法による原価法により行っております。

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

２．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

有形固定資産は、定率法（ただし、建物（建物附属設備を除く。）並びに 2016 年 4 月 1 日以後に取得した建物附

属設備及び構築物については定額法）を採用しております。

また、主な耐用年数は次のとおりであります。

建 物 3年～50 年

その他 2年～20 年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利

用可能期間（主として 5年）に基づいて償却しております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数とし

た定額法により償却しております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当

該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。

５．引当金の計上基準

(1) 賞与引当金

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に

帰属する額を計上しております。

(2) 退職給付引当金

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、必要額を計上しております。また、退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末まで

の期間に帰属させる方法については給付算定式基準によっております。なお、数理計算上の差異の損益処理方法は

次のとおりであります。

数理計算上の差異：各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（5年）による定額法により

按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から損益処理

６．収益の計上方法

信託報酬及び役務取引等収益には、資産管理サービスの対価として受領する手数料が含まれており、契約等に基づ

いてサービスを履行する義務を負っております。当該履行義務は、一定の期間にわたりサービスを提供することで充

足されることから、主としてサービスが提供されている期間にわたり収益を認識しております。

重要な会計上の見積り

会計上の見積りにより当事業年度に係る財務諸表にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る財務諸表に重

要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。

１. ソフトウエアの減損損失

（1） 当事業年度に係る財務諸表に計上した額

ソフトウエア 61,918 百万円

減損損失    296 百万円

（2） 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

① 算出方法

減損損失の算出方法は、「注記事項（損益計算書関係）2」に記載しております。

② 主要な仮定

主要な仮定は、ソフトウエアの将来における使用見込み等による回収可能性であります。

③ 翌事業年度に係る財務諸表に及ぼす影響

        重要なソフトウエアについて、将来における使用見込みの変化等、当初の仮定が変化した場合は、翌事業

年度に係る財務諸表におけるソフトウエアの金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。



注記事項

（貸借対照表関係）

１．貸出金は、その全額が日本国政府向けであります。

２．担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産

貸出金    2,000 百万円

担保資産に対応する債務

上記は日本銀行の当座貸越取引等に係る担保であり、当事業年度末における対応する債務の残高はありません。

上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは中央清算機関差入証拠金等の代用として有価証券 321,983 百万円を差

し入れております。

また、その他の資産には、中央清算機関差入保証金 34,153 百万円、保証金等 2,509 百万円が含まれております。

３．当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一

定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、2,106,700

百万円であり、その全額が契約残存期間が１年以内のものであります。

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当社

の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権

の保全及びその他相当の事由があるときは、当社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をするこ

とができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求す

るほか、契約後も定期的に予め定めている社内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与

信保全上の措置等を講じております。

４．有形固定資産の減価償却累計額 6,949 百万円

５．元本補塡契約のある信託の元本金額は、金銭信託 65,566 百万円であります。

６．関係会社に対する金銭債権総額   891 百万円

７．関係会社に対する金銭債務総額  9,091 百万円

（損益計算書関係）

１．固定資産処分損には、開発中のソフトウエアのうち方針変更や中止等により使用が見込めなくなったソフトウエアの

除却額 1,137 百万円を含めております。

２．遊休資産（一部のソフトウエア）について、回収可能性が認められないため、その帳簿価額全額を減額し、当該減少

額 296百万円を減損損失として計上しております。なお、当社は事業用資産全体を一つのグループとしておりますが、

遊休状態の資産等については単独でグルーピングしております。

３．システムセンター集約関連費用は、今後予定するシステムセンターの集約に関連し、当社が当事業年度に負担する費

用であります。

４．その他の特別損失の内訳は、(1)情報サービスの利用に関連して支払った解決金 240 百万円、(2) 2023 年 10 月 12 日

付ニュースリリース「ガバナンス検証第三者委員会の設置について」に記載の「ガバナンス検証第三者委員会」に関

連する費用 66 百万円であります。

５．関係会社との取引による収益

信託取引に係る収益総額 4,533 百万円

役務取引等に係る収益総額 497 百万円

関係会社との取引による費用

その他業務・その他経常取引に係る費用総額 14 百万円

（金融商品関係）

１.金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は資産管理専門銀行としてリスク限定的な銀行勘定の運営を基本としております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

当社における金融資産は、日本銀行等への預け金のほか、主として日本国債、コールローン、譲渡性預け金、定

期預け金であり、原則として運用期間は 1 年以内とし、取締役会の承認により 2 年までの運用に留め、必要最小限

の規模・内容に留めることによりその信用リスク、市場リスクを限定しております。

一方、当社における金融負債は、主として信託勘定借、預金であり、その残高は相応の水準を維持しており、運

用手段も流動性の高い金融資産に限定することで当社の資金繰りリスクを回避しております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスクの管理

当社における主たる信用リスクは、資産管理業務に付随して発生する余剰資金の運用取引に伴うものであり、業



務に付随して必要となる規模・内容に留め、リスクを抑制した運営とすることを「信用リスク管理方針」に定めて

おります。また、リスク統括部が、信用リスクに関する各種限度枠を「信用リスク管理規則」にもとづき設定し、

日々、限度枠の遵守状況を管理しております。

② 市場リスクの管理

当社は、市場リスクについても、業務に付随して必要となる規模、内容に留め、キャピタルゲインを目的とした

運用は行わないことを「市場リスク管理方針」に定めており、安全・確実な運用に努めております。また、リスク

統括部が、市場リスクに関する各種限度枠を「市場リスク管理規則」にもとづき設定し、日々、限度枠の遵守状況

を管理しております。

当社において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、日本国債、コールローン、

譲渡性預け金、定期預け金であります。当社では、これらの金融商品についてベーシス・ポイント・バリュー（金

利が 1 ベーシス・ポイント(0.01％）変化したときの価値の変動）を、金利変動リスク管理にあたっての定量的分

析として利用しております。2025 年 3 月 31 日現在、ベーシス・ポイント・バリューは 51 百万円であると把握して

おります。なお、当該価値変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリス

ク変数との相関を考慮しておりません。

③ 資金繰りリスクの管理

当社は、資産管理にともなう余資運用を恒常的に行っておりますが、資金繰りリスクを極力排除した運営とする

ことを｢資金繰りリスク管理方針｣に定めております。また、リスク統括部が、各種限度額を｢資金繰りリスク管理

規則｣にもとづき設定し、日々、限度枠の遵守状況を管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異な

ることもあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

2025 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。なお、市場価格

のない株式等は、次表には含めておりません（（注１）参照）。また、現金預け金、コールローン、貸出金、外国為替

（資産）、預金、譲渡性預金、コールマネー及び信託勘定借は、主に短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似す

ることから、注記を省略しております。

（単位：百万円）

貸借対照表計上額 時価 差額

有価証券

その他有価証券 321,983 321,983 －

資産計 321,983 321,983 －

デリバティブ取引（*）

ヘッジ会計が適用されていないもの 58 58 －

デリバティブ取引計 58 58 －

（*）金融派生商品に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

(注 1)市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情報の「その他有価証券」に

は含まれておりません。

（単位：百万円）

区分 貸借対照表計上額

非上場株式 514

非上場株式については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 19 号 2020 年

3 月 31 日）第 5項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

(注 2)満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

（単位：百万円）

1年以内
1年超

3年以内

3年超

5年以内

5年超

7年以内

7年超

10 年以内
10 年超

有価証券

その他有価証券のうち

満期があるもの
23,000 300,000 － － － －

合 計 23,000 300,000 － － － －



３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類

しております。

レベル1の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算

定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル2の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るイン

プットを用いて算定した時価

レベル3の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属する

レベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

時価で貸借対照表に計上している金融商品 （単位：百万円）

区分
時価

レベル 1 レベル 2 レベル 3 合計

有価証券

その他有価証券

  国債 321,983 － － 321,983

デリバティブ取引

通貨関連 － 77 － 77

    資産計 321,983 77 － 322,060

デリバティブ取引

通貨関連 － 19 － 19

    負債計 － 19 － 19

(注 1)時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

有価証券

有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル1の時価に分類して

おり、国債がこれに含まれます。

デリバティブ取引

デリバティブ取引については、通貨関連取引（為替予約）であり、金利や為替レートを評価技法に使用し

た割引現在価値法により算出した価額を時価としております。観察できないインプットを用いていないため

レベル2に分類しております。

（有価証券関係）

貸借対照表の「国債」のほか、「預け金」中の譲渡性預け金が含まれております。

その他有価証券（2025 年 3 月 31 日現在） （単位：百万円）

種類 貸借対照表計上額 取得原価 差額

貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

債券

国債 49,970 49,969 0

小計 49,970 49,969 0

貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

債券

国債 272,013 272,918 △904

その他 30,000 30,000 －

小計 302,013 302,918 △904

合計 351,983 352,887 △904



（税効果会計関係）

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。

繰延税金資産

未払金 789 百万円

退職給付引当金 354

資産除去債務 308

その他有価証券評価差額 285

賞与引当金 237

未払事業税 175

減価償却超過額及び減損損失 154

その他 266

繰延税金資産合計 2,570

繰延税金負債

有形固定資産 213

前払年金費用 195

その他有価証券評価差額 1

繰延税金負債合計 410

繰延税金資産の純額      2,160 百万円

２．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律（2025 年法律第 13 号）」が 2025 年 3 月 31 日に成立したことに伴い、2026 年 4

月１日以後に開始する事業年度から「防衛特別法人税」の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金

資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の 30.62％から、2026 年 4 月 1日以後開始する事業年度

以降に解消が見込まれる一時差異等については 31.52％となります。この税率変更により、当事業年度の繰延税金資

産は 39百万円増加し、その他有価証券評価差額金は 8百万円増加し、法人税等調整額は 31 百万円減少しております。

（関連当事者との取引）

(1) 親会社及び法人主要株主等

(単位：百万円)

種類 会社等の名称
議決権等の所有

(被所有)割合

関連当事者

との関係
取引の内容 取引金額 科目 期末残高

その他の

関係会社

株式会社

りそな銀行

被所有

直接 16.6％

資産管理業務を

当社が受託

再信託報酬、

手数料の受入

（注１）

5,004
未収収益 54

仮受金 9,088

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注 1)再信託報酬、手数料は、原価に基づく報酬額を提示し、交渉のうえ決定しております。

(2) 子会社及び関連会社等

該当ありません。

(3) 兄弟会社等

(単位：百万円)

種類 会社等の名称
議決権等の所有

(被所有)割合

関連当事者

との関係
取引の内容 取引金額 科目 期末残高

その他の

関係会社

の子会社

三井住友信託

銀行株式会社
－

資産管理業務を

当社が受託

再信託報酬、

手数料の受入

（注１）

22,083
未収収益 4,932

仮 受 金 30,086

その他の

関係会社

の子会社

みずほ信託

銀行株式会社
－

資産管理業務を

当社が受託

再信託報酬、

手数料の受入

（注１）

9,375
未収収益 4

仮 受 金 15,954

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注 1)再信託報酬、手数料は、原価に基づく報酬額を提示し、交渉のうえ決定しております。

(4) 役員及び個人主要株主等

該当ありません。



（収益認識関係）

収益を理解するための基礎となる情報は、「重要な会計方針 ６.収益の計上方法」に記載のとおりであります。

（１株当たり情報）

１株当たりの純資産額 59,190 円 77 銭

１株当たりの当期純利益金額 546 円 13 銭

（単体自己資本比率）

銀行法施行規則第 19 条の 2 第 1 項第 3 号ロ(10)に規定する単体自己資本比率（国内基準）31.76%



（ご参考）

金　　額

144,675,158

93,589,160

54,912,910

91,445,279

42,126,622

11,751,946

9,891,369

10,867,550

7,524,257

9,873,230

476,657,485

（付）元本補塡契約のある信託（信託財産の運用のため再信託された信託を含む。）の内訳は

　　　次のとおりであります。

金銭信託

資　    　産 金　　額 負　    　債

そ の 他 65,566 元 本

計 65,566 計

（注）上記各表の記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

有 価 証 券

投 資 信 託 有 価 証 券

金　　額

65,566

65,566

金 銭 債 権

そ の 他 債 権

コ ー ル ロ ー ン

投 資 信 託 外 国 投 資

信 託 受 益 権

（単位：百万円）

（単位：百万円）

金　　額

9,822,436

3,308,358

3,088,260

信託財産残高表（2025年3月31日現在）

合　　計

負　    　債

476,657,485

457,018,114

3,420,315

包 括 信 託

合　　計

資　    　産

受 託 有 価 証 券

現 金 預 け 金

金 銭 債 権 の 信 託

金 銭 信 託

有 価 証 券 の 信 託

銀 行 勘 定 貸

金銭信託以外の金銭の信託


